






















お わ り に






















































































る議論・検討のフェーズ 1 ， 2 ， 3 を経て，完成にこぎつけた。検討は 3
つの期間からなり，フェーズ 1 は加盟国での EPR 政策の実態調査で，























































ること（Source Reduction），○2 廃棄物の発生を予防すること（Waste Pre-
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vention），○3 環境に配慮した製品設計を推進すること（Design of More En-
vironmentally Compatible Conservation）及び○4持続可能な発展を推進するた
















































































































































































































































































































































no 92-377 du 1er avril 1992, Portant application pour les dechets resultant de
l’abandon des emballages de la loi no 75-663 du 15 juillet 1975 modiﬁee relative a































































































































































































































1972年 5 月に OECD は「環境政策の国際経済面に関するガイディン
グ・ブリンシプル」として理事会勧告を行い，汚染防止及び制御措置に伴







































































グループ（2001年 7 月26日）は，3R の取り組みにおける関係者の役割分担
と費用に対する基本的な考え方を主要な論点として整理し，以下のよう

































































































































































































































いる118)。しかし，WEEE 指令第 8条第 2項により，価格に上乗せして明
示はしないという規定は，2005年 8 月以降に発売された新製品に限定して
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○2 平成14年度環境経営支援セミナー



































































































































































































○2 国の責務に関する循環基本法第18条第 3 項と第20条第 1 項及び第 2
項について























































































































































































































































































































































































































































































































































































Polluter Pays Principle における Pays は，「支払い」ではなく，「負担」と
翻訳されたのかについては，日本の公害時代における事後的な補償等の理
由が挙げられた215)。上述より，責任分担論におけるバッズ制御の責任主















































































































Extended Producer Responsibility――A Guidance Manual For Govern-
ments
’
（2001）（以 下「Guidance」）P. 9 (http: //www. oecd-ilibrary. org/environment/
extended-producer-responsibility_9789264189867-en）。
5) ｢Guidance」P. 9。





9) 開催された 4回の EPR ワークショップとは，1997年12月カナダ環境省（Environment
Canada）が主催した第 1回の「生産者とは誰か」，1998年 5月フィンランドの環境省が主
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催した第 2回の「EPR に対する制限的障壁」，1998年12月アメリカ環境保護庁が主催した
第 3回の「環境上の有効性と経済的効率」及び1999年 5月日本の厚生省が主催した第 4回
の「環境上の持続可能性を支援するための拡大生産者責任及び廃棄物最小化」というもの
である。
10) OECD におけるガイダンスマニュアルの制定フェーズについては，｢Guidance」PP. 2-3
を参照。




14) 経済産業省前掲『OECD 拡大生産者責任ガイダンスマニュアルについて』（注 3） 3
頁。
15) OECD における拡大生産者責任（EPR）の特徴，対象及び目的については，OECD ガ
イダンスマニュアル（注 4）の第 2章を参照。










25) OECD での廃棄物処理の優先順位は以下のように考えられる : 1）発生抑制，2）再使
用，3）リサイクル及び4）処分。


























44) Margaret Walls, Karen Palmer
’
Extended Producer Responsibility : An Economic
Assessment of Alternative Policies
’
Washington D.C. Workshop, (1999) P. 1。
45) ｢Guidance」P. 44。




50) Catherine M. Myers
’
Minimum Recycled Content Requirements for Virginia : One
Solution to the Solid Waste Crisis
’











59) R.W. Fenton，A.J. Sinclair
’
Stewardship for packaging and packaging waste : key policy
elements for sustainability
’
CANADIAN PUBLIC ADMINISTRATION, Vol. 40 Issue1
(1997) P. 123。
60) ｢Guidance」P. 54。
























































98) OECD における拡大生産者責任と汚染者負担原則の関係性については，OECD ガイダ







Extended Producer Responsibility in Cleaner Production
’
The





























117) EU における廃棄電気電子機器指令第 8条第 2項第 1号 : 2005年 8 月13日以降に市場に
流通した製品については，製造者各自が自社の製品について上記のコストを負担する。製
造者はこの義務を個別に果すこともできるが，共同スキームに参加してもよい。
118) EU における廃棄電気電子機器指令第 8条第 2項第 3号 :新製品の販売時に，回収，処
理，廃棄処分のコストを購入者に向けて別途表示することは禁止される。




























130) Gary A. Davis，Catherine A. Wilt
’
EXTENDED PRODUCT RESPONSIBILITY : A
NEW PRINCIPLE FOR PRODUCT-ORIENTED POLLUTION PREVENTION
’
The


























































































195) 木村雅史「EPR の基本的概念と日本における誤解」月刊廃棄物26巻 5号29頁。
196) 熊本一規「EPR の誤解を正す！」月刊廃棄物26巻 7 号93頁。
197) 熊本前掲「循環型社会創りはどこが間違っているのか」（注151）37頁。






203) 山口光恒「EPR を巡る誤解と論点」月刊廃棄物26巻 5号34頁。
204) 山口前掲「EPR に関する OECD ガイダンスマニュアルについて」（注11） 7頁。
205) 山口前掲「わが国の廃棄物政策と拡大生産者責任（EPR）」（注202）133頁。
206) 山口前掲「EPR に関する OECD ガイダンスマニュアルについて」（注11） 7頁。
207) 拡大生産者責任における費用負担の理論根拠については，倉阪前掲「汚染者負担原則と
拡大生産者責任に関する覚え書き」（注184）770-772頁を参照。
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アメリカの750キロ，フランスの540キロ，イギリスの580キロ，ドイツの600キロ及び
OECD 諸国の平均数の580キロ等と比べて，日本は経済大国の中にかなり少ない位置にい
る。
OECD における拡大生産者責任と日本への導入について（王)
189 ( )1309
